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障害高齢者の杖歩行能力に関連する筋力と関節可動域
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はじめに

歩行可能な障害高齢者の歩行能力を維持する

ことは,寝たきり予防の重要な課題の一つとさ

れている1 ㌦

しか し現実には,歩行可能な障害高齢者で

あっても,不活発な生活を通して下肢の筋力が

徐々に低下 し,拘縮が発生するなどして歩行が

不安定になり,車椅子を使用するようになる例

は決 して少なくない｡廃用症候群に関する研

究2~5)でも,活動性の低い障害高齢者では,歩

行を継続していても必要な筋力の維持は困難で

あるとされている｡したがって,障害高齢者の

歩行能力を維持するには,活動的な生活を通し

て廃用症候群を予防するとともに,筋力などの

個別機能を維持 ･改善していくアプローチを,

同時並行的に行うことが効果的と考えられる｡

障害高齢者の移動能力を規定する因子には,

運動機能の他に,精神機能,全身状態や社会的

環境など多 くあるが,今回は最も基本的な運動

機能であり,リハビリテーション技術で介入が

容易な筋力 7,8,9)と下肢関節可動域 3･10) を取 り

上げ,安全性 と実用性の面から望ましいとされ

る杖歩行能力に関連する両者の条件について検

討 した｡

対象と方法

1.対 象

対象者は,障害発生後の期間が6か月以上で,

老人保健施設 (3か所)に1か月以上入所 して

いる障害高齢者102名である｡痴呆や失語症のた

め意思疎通の困難な者は対象に含めなかった｡

対象の概要を表 1に示す｡男28名 (27.5%),

および女74名 (72.5%)で,平均年齢は89.9±

7.3歳である｡屋内移動の能力別人数は,杖な

し歩行群16名,杖歩行群15名,歩行器 (老人車)

歩行群17名,車椅子自立群16名,一部介助群20
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表 1 対象の概要

性別

人数 ~盲~ 訂 平均年齢

全 体 102 28 74 79.9±7.3
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名および全介助群18名であり,入所者の中から

無作為に抽出し,各群が15名以上20名以下にな

るようにした｡移動能力別の男女比や平均年齢

には有意差はみられなかった｡

主な障害は,神経障害62名 (60.8%),骨関

節障害21名 (20.6%)および内部障害 ･他19名

(18.6%)で,老人保健施設入所者の全国平均 6ノ

とほぼ同じ割合であった｡なお,神経障害のう

ち脳卒中は56名で,片麻痔機能ステージは,下

肢ではⅠ～Ⅲが22名,Ⅳが9名,Vが18名およ

びⅥが16名であった｡

2.方 法

屋内移動能力は,自立群内で起こる能力低下

を把握するため,今回は表 1に示 したように自

立群を4段階に分け,全体として6段階に区分

し,日常の移動様式を観察して判定した｡

筋力と下肢関節可動域は,以下の要領で測定

した｡

1)筋 力

下肢筋力の代表値として脚力,上肢筋力の代

表値として握力を測定した｡脚力は,徒手筋力

測定器 (OG技研GT-10)を用い,筋力検査

マニュアル11)に従って治療台に被検者を腰かけ

させ,測定器のセンサー部を内外果近位部前面

に置き,膝90度屈曲位での等尺性最大膝伸展筋

力を測定した｡この時,体幹後屈などの代償運

動が起きないよう確認しながら左右 2回ずつ測

定して大きい値を採用した｡握力は,スメドレー

型握力計を用い,左右 2回ずつ測定し大きい値

を採用した｡

分析にあたっては,体格差補正のため左右平

均を体重で割った体重比脚力 (%),および体

重比握力 (%)を用いた｡

2)下肢関節可動域

足関節,膝関節および股関節の代表値として,

拘縮の発生 しやすい足背屈角度,膝伸展角度お

よび股伸展角度をそれぞれ測定した｡膝伸展角

度および足背屈角度は,日本リハビリテーショ

ン医学会の ｢関節可動域表示ならびに測定法｣
によった｡なお可動域に制限がなく,｢測定法｣

の参考可動域を越えたものは,正常とみなして

その角度を採用した｡股伸展角度は,対象の多

くが腹臥位をとれなかったため, トーマス肢位

で股関節屈曲が生 じた場合,その屈曲角度にマ

イナスを付けた値をここでは便宜的に股伸展角

度とした｡分析にあたっては,左右の平均値を

用いた｡

これらの測定は同一検者が行った.結果の統

計的検討は,分散分析,speamanの順位相関お

よびstepwise判別分析を用い,有意水準をp<
0.05とした｡

なお本調査は,対象者に研究の目的やリスク

等を説明し同意を得て実施した｡

結 果

1.移動能力と筋力 ･下肢関節可動域との関係

移動能力と筋力との関係を表2に示す｡移動

能力が低下するに従って体重比脚力 (%),体

重比握力 (%)は低下し,分散分析ではともに

有意差 (p<0.01)がみ られた｡体重比脚力

(%)では歩行器歩行群と車椅子自立群との間

に,体重比握力 (%)では杖なし歩行群と杖歩

行群の間に比較的大きな差がみられた｡移動能

力と体重比脚力 (%)および体重比握力 (%)

との相関係数は,それぞれ0.799(p<0.01)

および0.636(p<0.01)であった｡

移動能力と下肢関節可動域との関係を表3に

示す｡各関節可動域は,移動能力が低下するに

従って低下し,分散分析ではともに有意差 (p

<0.01)がみられた｡足背屈角度の平均は,歩

行群では10度以上だが,車椅子自立群以下では
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表 2 障害高齢者の移動能力と筋力との関係

体重比脚力(%) 体重比撞力(%)

杖なし歩行群
杖 歩 行 群
歩行器歩行群
車椅子自立群
一部介助 群
全 介 助 群

7
9
8
7
l.つ
5

7
6
8
6
6
5

±
±
±
±
±
±

1
5
9
3
6
■1

5
0
4
6
3
8

3
3
2
■-
1

3
1
2
5
4
5

8
･.-
7
8
8
7

±
±
±
±
±

±

2
1
8
5
6
8

34
26
21
19
16
柑

分散分析 p<0.01 p<0.01

相関係数* 0.799(p<0.01) 0.636(pく0.01)

辛S昨amLanの順位相粥

表3 障害高齢者の移動能力と下肢関節可動域との関係

(77)

足背屈角度 膝伸展角度 股伸展角度*

杖なし歩行群
杖 歩 行群
歩行器歩行群
車椅子自立群
一部介助 群
全 介 助群

13,9±4.5
13.2±6.5
10.6± 7.4
8.0±10.4
6.1±8.8
-0.7±10.6

-3.5±3.8
-4.3±3.9
-10.2± 8.0
-9.4±7.5
-17.0±14.3
-21.3±21.竜

-6.1±
-5.3±
-10.8±
-10.9±
-ll.1±
-16.7_+

6
9
9
4
CO
9

7
4
6
5
5
9

分散分析 p<0.01 p<0.01 p<0.01

相関係数H o.482(p<0.01) 0.493(p<0.01) 0.393(p<0.01)

† トーマス肢位で股朗節屈曲が生じた場合､その屈曲角度にマイナスを付けた値

**S搾ar脚 の順位相関

10度未満であった｡膝伸展角度の平均は,杖歩

行群までは-5度以上だが,歩行器歩行群 ･車

椅子自立群では-10度,介助群になると-15度

以下であった｡股伸展角度の平均は,杖歩行群

までは-5度程度だが,歩行器歩行群以下にな

ると-10度以下であった.移動能力と足背屈角

皮,膝伸展角度および股伸展角度との相関係数

は,0.482(p<0.01),0.493(p<0.01)および

0.393(p<0.01)であった｡

性別および年齢別による筋力 ･下肢関節可動

域の違いは見られなかったが,障害別では神経

障害が最も悪 く,骨関節障害,内部障害 ･他の

順で良い傾向がみられた｡

2.杖歩行能力に関連する筋力 ･下肢関節可動

域

杖歩行以上群と歩行器歩行以下群を判別する

うえで,統計学的に寄与する因子を明らかにす

るためstepwise判別分析を行った｡その結果,育

与の程度の強いものから,体重比脚力 (%),

体重比握力 (%),股伸展角度,膝伸展角度が

挙げられた｡また,その判別関数は,

Z ニ ー1.695+0.076Ⅹ 1+0.038Ⅹ2
+0.049Ⅹ 3 + 0.026Ⅹ 4

Ⅹ1:体重比脚力(%),Ⅹ2:体重比握力(%)

Ⅹ 3 :股伸展角度,Ⅹ 4 :膝伸展角度

感度 :77.3%,特異度 :87.9%

であった｡この関数に障害高齢者の筋力 ･下肢

関節可動域の測定値を代入し,Z >0であれ

ば杖歩行以上,Z <0であれば歩行器歩行以

下になると予測される｡したがって,体重比握

力 (%)が20%,股関節と膝関節の伸展角度が

-10度の障害高齢者の場合,この関数を用いれ

ば,体重比脚力 (%)が23%以上はZ>0だ
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が,22%以下ではZ <0となるので,23%以

上が杖歩行能力を維持するための体重比脚力

(%)の条件と推定される｡

判別関数からも明らかなように,筋力 ･下肢

関節可動域は相互に補完 しあって歩行能力を規

定 しており,個人別にいろいろな組み合わせが

考えられる｡しかし,臨床的には杖歩行能力維

持に関連する筋力 ･下肢関節可動域の一般的な

目安があると便利である｡この場合,杖歩行群

の筋力 ･下肢関節可動域の分布の下限値では,

先の判別関数がZ < 0となってしまうため,

ある程度余裕を持たせる必要がある｡そこで,

分布の下位から250/.点を一つの目安とした結果

を表4に示す｡体重比脚力 (%)は25%以上,

体重比握力 (%)は20%以上,股関節と膝関節

の伸展角度は-7.5度以下 となるが,これを先

の判別関数に代入するとZ-0.4となり,一般

的な目安としてはほぼ妥当な水準であることが

確認された｡

考 察

安全性と実用性の面から障害高齢者に望まし

いとされる杖歩行能力に関連する筋力と下肢関

節可動域について検討する｡

筋力については,他の研究12,13.でも障害高齢

者の移動能力を規定する身体機能のうち最 も強

い因子は脚力であるとされてきたが,今回の相

関係数と判別分析の結果からも同じ結果が得ら

れた｡また,握力も移動能力との相関が比較的

強かった｡握力は,杖や歩行器などの歩行補助

具を使用するとき直接影響するが,同時に,杖

なし歩行群の握力が最 も強かったように,握力

に反映されている全身の筋力 (握力は全身の筋

力を反映する-指標であるといわれている)が

移動能力に間接的に影響するという二つの側面

を持っている｡ したがって,障害高齢者の杖歩

行能力を維持するには,体重比脚力 (%)を25%

以上に,体重比握力 (%)を20%以上に維持す

るプログラムを導入することが有益と考えられ

る｡

また,下肢関節可動域については,移動能力

-78

表 4 枚歩行能力の維持に必要な筋力 ･下肢関

節可動域の一般的目安

体重比脚力(%)

体重比撞力(冗)

股伸展角度書

膝伸展角度

25%以上

20%以上

-7.5度以上

-7.5度以上

ートーマス肢位で股叩節屈曲が生じた場合､その屈曲
角度にマイナスを付けた値

注)各連動機能の分布の下位から25%点を基準

との相関が最 も強かったのは膝伸展角度,最 も

弱かったのは股伸展角度であった｡しかし,杖

歩行以上群と歩行器歩行以下群の判別分析では,

膝伸展角度とともに股伸展角度も判別因子とし

て挙げられた｡これは,股関節と膝関節に屈曲

拘縮があれば,立位では重心線が股関節の前方

と膝関節の後方を通って,関節には常に屈曲 ト

ルクとして作用するため,筋力の不十分な障害

高齢者では,これらの関節の屈曲拘縮の程度が

立位,歩行に大きく影響 しているためと考えら

れる14､.｡ したがって,杖歩行能力を維持する上

では,股関節 と膝関節の屈曲拘縮を左右平均

7.5度以内に維持するプログラムを導入するこ

とが有益 と考えられる｡

なお今回は,症例数の制約から障害別の分析

は行わず,対象を全体として分析 したが,障害

別のより詳細な分析や臨床応用による効果の確

認などは,今後の課題である｡

ま と め

老人保健施設に入所 している障害高齢者102

名を対象に,杖歩行能力の維持に関連する筋力

と下肢関節可動域について検討 し,以下の結果

を得た｡

1)移動能力との相関係数や判別分析から,

筋力では体重比脚力 (%)が,関節可動域では

股伸展角度が杖歩行能力の維持に最 も重要な身

体機能であった｡

2)杖歩行以上群と歩行器歩行以下群を区分

する判別関数は,

Z - -1.695+0.076Ⅹ 1 +0.038Ⅹ 2
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+0.049Ⅹ 3 + 0.026Ⅹ 1

Ⅹ1:体重比脚力(o/o),Ⅹ 2 :体重比握力(o/.)

Ⅹ 3 :股伸展角度,Ⅹ 4 :膝伸展角度

であった｡

3)杖歩行能力を維持するには,一般的な目

標として体重比脚力 (%)を25%以上,体重比

握力 (%)を20%以上,股関節と膝関節の屈曲

拘縮を7.5度以内に維持するプログラムを導入

することが有益と考えられる｡

稿を終えるにあたり,ご指導いただいた秋田

大学医学部衛生学講座小泉昭夫教授,和田安彦

助教授にお礼申し上げます｡
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